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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、グローバル企業に経営戦略策定と人的資源管理にとって有用な知見
を得ることである。本研究により、グローバル企業の効率的な経営のためには、採用する意思決定ルール、構成
員の間の相互関係、異文化集団間の影響力関係や情報共有、リーダー人材のキャリアパスの構造と意味づけへの
配慮が重要であることが明らかになった。さらに、異文化理解のための研修プログラムにおいて「コンドルセ状
況」を用いることの可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to gain knowledge useful for management 
strategy policy making and human resource development for global companies. The following insights 
were provided through this research: (a) consideration on decision making rules; human relationship 
among workers; influence relationships and information sharing among coalitions with different 
cultural background; structure and sense making of leaders' career paths are important for efficient
 management of global companies, and (b) using a group decision making situation called the “
Condorcet situation" is promising for developing education programs for cross-cultural 
understanding.

研究分野：意思決定論、社会モデリング
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１． 研究開始当初の背景 
 
グローバル企業における経営戦略策定に
は困難が伴う。それは例えば、グローバル企
業の本社と複数の海外支社が異文化状況に
置かれ異なるビジネス環境の中にあるため、
製品の開発や販売等に関する方針が一致せ
ず、コンフリクトを引き起こす場合があるか
らである。このようなコンフリクトによる非
効率を防ぐために、非協力ゲーム状況におけ
るメカニズムデザイン論を用いたインセン
ティブシステムの開発についての研究が進
められている。しかし、実際のグローバル企
業を対象とした実証的な研究は少ない。 
また、人的資源管理においても、例えばグ
ローバル企業のリーダー人材はどのような
能力を備えているべきか、その能力を養うに
はどのような資質や経験が必要か、といった
ことが研究されている。しかし、望ましいキ
ャリアパスやジョブ・ローテーション等につ
いての体系的な研究は少なく、グローバル企
業のリーダー人材は欠如している状況であ
ると言わざるを得ない。 
さらに、グローバル企業におけるコンフリ
クトやリーダー人材の欠如を、従業員や管理
職の能力開発を通じて補うための方策とし
て、異文化状況や多様なビジネス環境を従業
員や管理職に体験・理解させるための研修プ
ログラムがさまざまに開発されている。研修
プログラムの内容は、先行研究の知見をもと
に開発されているものの、その効果について
の数理的分析や実証的裏付けは少ない。 

 
 
２．研究の目的 

 
本研究の目的は、グローバル企業における
経営戦略策定とリーダー人材育成を研究対
象とし、調査研究と数理的研究、および、実
証研究を融合するという方法を採用するこ
とで、国際経営における経営戦略策定と人的
資源管理にとって有用な知見を得ることで
ある。 

 
３．研究の方法 
 
本研究では、国際経営における経営戦略策
定と人的資源管理にとっての知見を得ると
いう目的達成のために、個別研究テーマとし
て、(1)「コンフリクト解決メカニズムの構
築」、(2)「リーダー人材育成システムの開発」、
(3)「異文化理解のための研修プログラム設
計」の 3 つを設け、成果を共有し合いながら
研究を推進する。研究計画期間の 3 年間の各
年度を、それぞれ、調査研究、数理的研究、
実証研究に充て、3 つの個別研究テーマの研
究を進める。 
研究方法として、調査研究、数理的研究、
実証研究を融合する「方法論的融合」を採用
し、「調査研究に基づいた数理モデルの構築」

「数理的分析に基づいた実証研究の設定」、
「実証研究による有効性や妥当性の確認」を
実現する。 
具体的な手順は、 
① 調査研究を実施する、 
② 調査研究で得られた知見を、数理的
研究で用いる数理モデルの前提とし
て採用する、 

③ 数理モデルを構築、分析し、数理的
研究を実施する、 

④ 数理的研究で得られた知見を対象に
して、実証研究を実施する、 

⑤ 実証研究で得られた知見により、調
査研究や数理的研究で得られた知見
の有効性や妥当性を確かめる、 

の５段階である。 
得られた研究成果は、学術論文や国内・国
際学会発表などの形で公表すると同時に、コ
ンサルティングなどを通じて、現実のグロー
バル企業の効率的な経営への直接的な貢献
に役立てる。 
 
 
４．研究成果 
 
本研究では、個別研究テーマとして、 (1)
「コンフリクト解決メカニズムの構築」、(2)
「リーダー人材育成システムの開発」、(3)
「異文化理解のための研修プログラム設計」
の 3 つを設けている。各個別研究テーマにつ
いての研究成果は次の通りである。 
 
(1)「コンフリクト解決メカニズムの構築」
についての研究成果 

 
集団意思決定に関するシミュレーション
研究をおこない、意思決定主体の間の相互関
係が意思決定結果に与える影響についての
知見を得た。具体的には、（ア）投票者の影
響関係の違いによって投票ルールごとの結
果の一致率に違いが出ること、（イ）派閥の
強さ（規模・影響力）によって有利な投票ル
ールの違いがあること、（ウ）派閥の強さに
よって派閥間の情報共有をすべきかの戦略
の違いがあること、などを明らかにした。こ
の研究成果は、口頭発表（ポスター発表）1
件として発表し、優秀賞を獲得した（下記、
「５．主な発表論文等」の中の〔学会発表〕
の②）。 
 また、コンフリクト解決メカニズムの構築
の基礎となる「意思決定ルールの自己整合
性」、「会議の合意形成分析」、「破産問題のい
くつかの解」の 3点に関する計算機プログラ
ムのプロトタイプを、本研究課題の Web サイ
ト（下記、「５．主な発表論文等」の中の〔そ
の他〕のホームページ等の①）で公開した。 
 
(2)「リーダー人材育成システムの開発」に
ついての研究成果 

 



インタービュー・データを用いたケース・
スタディにより、組織境界を越えて移動する
エグゼクティブ・リーダーのキャリアパスの
構造とメカニズムについての知見を得た。具
体的には、エグゼクティブ・リーダーの転職
のパターンを可視化・分類することでエグゼ
クティブ・リーダーのキャリアパスの構造を
明らかにした。また、エグゼクティブ・リー
ダーによる自らのキャリアへの転職の意味
づけのメカニズムを明らかにした。これらの
研究成果は、雑誌論文 1 編（下記、「５．主
な発表論文等」の中の〔雑誌論文〕の①）と
国際学会発表 3 件（下記、「５．主な発表論
文等」の中の〔学会発表〕の④、⑤、⑥）と
して発表し、うち 1 件の国際学会発表（同、
④）は Best student presenter award を獲
得した。 
また、ゲーム理論の手法を用いた集団意思
決定状況における合意形成機能の拡充に関
する数理モデル研究を行い、（ア）集団意思
決定状況における「対立」と「合意」の発生
過程を明らかにし、また、（イ）集団意思決
定状況における「対立」と「合意」の計測方
法を開発した。この研究成果は、口頭発表（ポ
スター発表）1 件として発表し、優秀賞を獲
得した（下記、「５．主な発表論文等」の中
の〔学会発表〕の①）。 
 
 
(3)「異文化理解のための研修プログラム設
計」についての研究成果 
 
異文化理解が必要な状況を「状況の何らか
の側面についての誤認識が存在する状況」と
して捉えた上で、誤認識が存在する側面とし
て（ア）「集団が採用している意思決定ルー
ル」と（イ）「集団の構成員の許容範囲」を
取り上げ、数理モデル研究を行い、異文化理
解のための知見を得た。（ア）「集団が採用し
ている意思決定ルール」の側面に関しての誤
認識についての知見としては、具体的には、
3 主体、3 代替案からなる集団意思決定状況
のひとつである「コンドルセ状況」が、２つ
の代表的な意思決定ルールである過半数ル
ールと全員一致ルールの間の誤認識を修正
する機能を持つ状況として特徴づけられる
ことを明らかにした。さらに、過半数ルール
と全員一致ルール以外の意思決定ルールの
も含め、「コンドルセ状況」が誤認識を修正
する機能を持つ意思決定ルールの組み合わ
せを明らかにした。（イ）「集団の構成員の許
容範囲」の側面に関しての誤認識についての
知見としては、具体的には、「許容範囲」に
ついての誤認識の可能性がある場合におい
ては、他者の許容範囲についての認識の違い
によって自分の許容範囲の選び方を変化さ
せる必要があり、またその選び方は採用され
ている意思決定ルールに依存することを明
らかにした。これらの研究成果は、口頭発表
3件（下記、「５．主な発表論文等」の中の〔学

会発表〕の③、⑦、⑧）として発表した。 
 
さらに、個別テーマ(2)と(3)の両方に関連
する研究成果として、リーダー人材育成シス
テムおよび異文化理解のための研修プログ
ラムに用いることができる資料のプロトタ
イプを開発し、その一部を本研究課題の Web
サイト（下記、「５．主な発表論文等」の中
の〔その他〕のホームページ等の①）で公開
したこと、および、この資料のプロトタイプ
を用いて 60 名の学生を対象に実証実験のパ
イロット・スタディを行い、（ア）実証実験
の対象者は少なくとも 60 名は必要であるこ
と、（イ）異文化理解に関するシナリオを複
数用意する必要があること、など、今後の実
証実験の実施に関して有益な知見が得られ
たことが挙げられる。 
 
上記の研究成果により、グローバル企業の
効率的な経営のためには、採用する意思決定
ルール、構成員の間の相互関係、異文化集団
間の影響力関係や情報共有の方法、リーダー
人材のキャリアパスの構造と意味づけへの
配慮が重要であることが明らかになった。さ
らに、異文化理解のための研修プログラムに
おいて「コンドルセ状況」を用いることの可
能性が示唆された。 
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